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防塵性や防水性を有 しなが ら低 トルクを実現することができ、低 コス トでコ ンパク トなコ ンベヤ用軸
受を提供する。 コ ンベヤ用軸受 1 0 は、軸 に外嵌 ・固定 された内輪 1 1 と、内輪 1 1 の軌道面 1 1
に転動自在に配置された複数の転動体 1 3 と、内輪 1 1 に対 して転動体 1 3 を介 して回転自在に配置

された外輪 1 2 と、外輪 1 2 と内輪 1 1 との間にグ リース を密封するためのシール部材 と、を備 え、
ン一ル部材は、径方向断面が」字形状で、内輪 1 1 及び外輪 1 2 の軸方向端部に、軸方向に相対するよ
に所定の間隔を置 て各 に固定 された つの」宇環状 材 1 5 , 1 6 を備 え、外輪 1 2 lJ の」宇環

状部材 1 5 には、軸方向外側に配置された内輪 1 1 側の」宇環状 \ 材 1 6 に接触する リッフ部 1 7 a ,
1 7 b と、内輪 1 1 側の」宇環状 材 1 6 との間に隙間を形成する凸部 1 7 C と、を有するシール リッ
フ1 7 が嵌着される。



明 細 苫

伝がり軸受

ま支 術分野

０００1 本発明は、産業用に使用される軸受であって、コンベヤのアイドラローうに用いられ

、防塵性や防水性の向上、及び構成の簡単化を図ったコンベヤ用軸受に関するもの

である。

背月 術

０００2 従来、コンベヤアイドラローラ用軸受 (以後、コンベヤ用軸受と吉う) は、防塵性、防

水性を持たせるために、シールド板タイプの深満玉軸受、若しくは開放型の玉軸受

の外側に、ラビリンス形状をしたシールを細み合わせた図6に示す構成のものが一般

に使用されている。

０００3 同図に示すょうに、コンベヤ用軸受 5は、軸 に外嵌・固定された内輪6と、複数の

玉8を介して、内輪6に対して回伝自在に配置された外輪7から成っている。外輪7は

、アイドラローラ2の内周面に固定された軸受部材3に内嵌・固定されている。内輪6

の軸 方向外側には、内輪6に隣接した形でラビリンスシール4が軸 に外嵌・固定さ

れており、その外径側のリップ部4aが軸受部材3に摺接するょうになっている。このラ

ビリンスシール4の内側部分には、グリースが充填されている。

発明の開ぅ示

発明が解がさしようとする課題

０００4 しかしながら、上記従来のコンベヤ用軸受 5においては、防塵性や防水性を向上さ

せるために、ラビリンスシール4の構造を複雑にしたり、同シール4内部に多呈のグリ

ースを充填する必要があった。

０００5 このょうに、ラビリンス構造が複雑になることから、加工しにくいだけでなく、細み立て

も困難になる。そのため、加工や細み立てコストが大幅に高くなるとレづ問題点があっ
た」０

０００6 また、ラビリンスシール4の内部にグリースを多呈に封入することから、グリースの使

用呈の増大、高コスト化につながるのに加えて、アイドラローラ2のトルクが増大する



ので、アイドラローラ2を回転させるモータを、より出力の大きいものにする必要が生じ

てくる。結果として、使用する電力呈が増え、コンベヤ自体の構造も大型化してしまぅ

とレぢ問題点があった。

０００7 そこで、本発明は、上述した従来の不具合を解消するために、防塵性や防水性を

有しながら低トルクを実現することができ、低コストでコンパクトなコンベヤ用軸受を提

供することを課題としている。

０００8 また、コンベヤ用の軸受に限らず、コンベヤ用軸受と同様の課題を有する軸受にも

適用できる軸受、特に、伝がり軸受を提供することを課題としている。

課題を解がさするための手段

０００9 上記課題を達成するために、本発明では、軸に外嵌・固定された内輪と、この内輪

の軌道面に伝動自在に配置された複数の伝動体と、前記内輪に対して、前記伝動

体を介して回転 自在に配置された外輪と、この外輪と前記内輪との間にグリースを密

封するためのシール部材とから成るコンベヤ用軸受において、前記軸受には、複数

のシールリップを有するシール部材が少なくとも 箇所取り付けられていることを特徴

００1０ さらに、上記課題を達成するために、本発明では、軸に外嵌・固定された内輪と、こ

の内輪の軌道面に伝動自在に配置された複数の伝動体と、前記内輪に対して、前

記伝動体を介して回伝自在に配置された外輪と、この外輪と前記内輪との間にグリ

ースを密封するためのシール部材とから成るコンベヤ用軸受において、前記シール

部材は、径方向断面が 字形状で、前記内輪及び外輪の軸方向端部に、軸方向に

相対するよぅに所定の間隔を置いて各々に固定された2つの 字環状部材から成っ
ており、前記外輪側の 字環状部材には、軸方向外側に配置された前記内輪側の

字環状部材に接触するリップ部と、該内輪側の 字環状部材との間に隙間を形成す

る凸部とを有するシールリップが嵌若されていることを特徴としている。

００11 さらに、上記課題を達成するために、本発明では、軸に外嵌・固定される内輪と、こ

の内輪の軌道面に伝動自在に配置された複数の玉と、前記内輪に対して、前記玉を

介して回伝自在に配置された外輪と、この外輪と前記内輪との間にグリースを密封す

るためのシール部材とから成るコンベヤ用軸受において、前記シール部材は、径方



向断面が 字形状で、前記内輪及び外輪の軸方向端部に、軸方向に相対するよぅに

所定の間隔を置いて各々に固定された2つの 字環状部材から成っており、前記内

輪側の 字環状部材は、前記外輪側の 字環状部材に嵌若されたシールリップが接

触するよぅに、軸方向外側に配置されていることを特徴としている。

００12 より詳しくは、本発明のコンベヤ用軸受において、前記内輪側の 字環状部材の外

径寸法は、前記外輪側の 字環状部材の外径寸法より 、さく設定されていることが好

ま 、。

００13 その上、本発明のコンベヤ軸受において、前記内輪側の 字環状部材の外径寸法

は、前記外輪側の 字環状部材の外径寸法より大きく設定され、且つ前記外輪側の

字環状部材には、前記内輪側の 字環状部材との間隔を狭めるための凸部材が取

り付けられていることが好ま 、。

００14 さらに、上記課題を達成するために、本発明では、軸に外嵌・固定される内輪と、こ

の内輪の軌道面に伝動自在に配置された複数の玉と、前記内輪に対して、前記玉を

介して回伝自在に配置された外輪と、この外輪と前記内輪との間にグリースを密封す

るためのシール部材とから成るコンベヤ用軸受において、前記シール部材は、外輪

の内径面もしくは内輪の外径面あるいは外輪又は内輪の側面に取り付けられたオイ

ルシールであることを特徴としている。

００15 また、本発明のコンベヤ用軸受において、前記オイルシールが、外輪の内径面に

圧人したオイルシールであって、オイルシール圧入部分の外輪内径面は、段差をも

って他の外輪内径部よりも内径寸法が大きレ 、亡とが好ま 。

００16 その上、本発明のコンベヤ用軸受において、前記オイルシールは、2つのリップ部

を有していることが好ま 、。

００17 上記した手段によれば、コンベヤ用軸受と同様の課題を有する軸受としても使用で

きる。好ましくは、特に限定はされないが農業機械、建設機械、橋梁設備、荷役機械

等にも使用できる。

発明の効果

００18 以上のよぅに、外輪側の 字環状部材のシールリップが内輪側の 字環状部材に摺

接することにより、軸受内のグリースが密封されると共に、シールリップの凸部 (ラビリ



ンス構造 ) によって、防塵性や防水性を確保することができる。

００19 また、低トルクのシールリップによってグリースの密封性を維持し、従来の複雑な構

造のラビリンスシールを省略することができるので、アイドラローうの低トルク化を実現

することができると共に、低コスト化、コンパクト化にも寄与することができる。

００2０ このよぅに、構造を簡単化することができるので、コンベヤの細み立てに特別な設備

投資をする必要がなく、製作工程の簡素化に寄与することができる。

００2 1 また、上記のよぅに、本発明によれば、軸受内部に取り付けられたオイルシールによ

り、軸受内のグリースが密封されると共に、防塵性や防水性を確保することができる。

００22 また、オイルシールの取付面が軸受外輪内径部であり、寸法精度に優れる部分で

あり、オイルシールの摺動面が軸受内輪外径部であり、これも寸法精度に優れる部

分であり、さらに、軸受細み立て状態での軸受外輪内径部と軸受外輪外径部の同心

度は、軸受のラジアル隙間程度に抑えられる。このため、オイルシールのリップ部が

安定して摺動するため、オイルシールの摺動によるトルク変動が低く、トルクの絶対値

も低く安定したものとすることができる。

００23 また、軸受内部にあらかじめオイルシールが装若されているので、構造が簡単であ

り、コンベヤの細み立てに特別な設備投資をする必要がなく、製作工程の簡素化に

寄与することができる。

図面の簡単な説明

００24 図 本発明に係るコンベヤ用軸受の第 実施形態を説明するための軸方向断面図

である。

る。

図5 第 実施形態のコンベヤ用軸受の別例を説明するための要部拡大断面図であ

る。



図6 従来のコンベヤ用軸受を有するアイドラローうを説明するための軸方向断面図

である。

図7 本発明に係るコンベヤ用軸受の第2実施形態を説明するための軸方向断面図

である。

図9 本発明に係るコンベヤ用軸受の第3実施形態を説明するための軸方向断面図

である。

図12 本発明に係るコンベヤ用軸受の第4実施形態を説明するための軸方向断面

図である。

図13 本発明に係るコンベヤ用軸受の第5実施形態を説明するための軸方向断面

図である。

図14 本発明に係るコンベヤ用軸受の第6実施形態を説明するための軸方向断面

図である。

図16 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための要部拡

大断面図である。

図17 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための要部拡

大断面図である。

図18 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

図19 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。



図2０本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

図2 1 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

図22 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

図23 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

図24 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

図25 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

図26 本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形態を説明するための軸方向

断面図である。

符号の説明

０ コンベヤ用軸受

内輪

a 軌道面

2 外輪

2a 軌道面

3 玉 (伝動体 )

4 保持器

5 大径 字環状部材

5a 円筒部

5b 円板部

6 小径 字環状部材

6a 円筒部



7a リップ部

7b リップ部

7c 凸部

7d 凸部

8 シール
9 シール
ga 接触リップ

gb 接触リップ

gc 非接触リップ

０ スリンガ

ゴムシール

a 芯金

０ コンベヤ用軸受

第 字環状部材

2 第2 字環状部材

3 シールリップ

3a リップ部

3b リップ部

4 シールリップ

4a リップ部

4b リップ部

4c 凸部材 (凸部 )

０ コンベヤ用軸受

オイルシール

a リップ部

b リップ部

2 接触シール



0リング (弾性部材 )

円筒ころ軸受

内輪

a 軌道面

外輪

a 軌道面

ころ (伝動体 )

保持器

複列アンギュラ玉軸受

内輪

a 軌道面

外輪

a 軌道面

玉 (伝動体 )

保持器

シール装置

スリンガ

a 内径側円筒部

b 外側円輪部

シール部材

L字環状部材

a 外径側円筒部

b 内側円輪部

シール

a 外側シールリップ

b 中間シールリップ

c 内側シールリップ

多点接触玉軸受



7 内輪

72 外輪

73 玉 (伝動体 )

74 保持器

8 凹曲面

8 2 傾斜面

8 3 スリンガ

84 シール装置

8 5 シールド板

85a シールド

8 6 シール

86a 接触リップ

8 7 シール装置

8 8 スリンガ

88a 内周側円筒部

8 8b 外周側円筒部

8 9 シール部材

89a 接触リップ

8 9b 接触リップ

89c 接触リップ

9０ コンベヤ用軸受

9 内輪

92 外輪

93 ころ (伝動体 )

94 保持器

9 5 シール部材

g5a 接触リップ

g5b 接触リップ



96 シール部材

96a 接触リップ

9 7 シール部材

97a 接触リップ

9 7b 接触リップ

００ シール装置

０ シール

０ a 接触リップ

０2 シール

０2a 接触リップ

０2b 接触リップ

０3 シール装置

０4 シール

０4a 接触リップ

０4b 接触リップ

０4c 接触リップ

０5 シール部材

０5a 接触リップ

０5b 芯金

０6 シール部材

０6a 接触リップ

０6b 接触リップ

０7 シール部材

０7a 接触リップ

０7b 接触リップ

発明を実施するための最良の形態

００26 以下、本発明に係るコンベヤ用軸受の各実施形態について、図面を参照して詳細

に説明する。



００27 (第 実施形態 )

図 ～5は、第 実施形態のコンベヤ用軸受を示す軸方向断面図である。

００28 本実施形態のコンベヤ用軸受 ０は、背景技術の図6で示したよぅに、アイドラロー

ラ2の軸受部材3のコンベヤ用軸受 5に代えて内嵌した形で取り付けられるもので、そ

の全体構成の重複する説明は省略する。

００29 本実施形態のコンベヤ用軸受 ０は、図 に示すよぅに、図示しない軸に外嵌・固定

され、外周面に軌道面 aを有する内輪 と、この内輪 の軌道面 aに転動自

在に配置された複数の玉 3と、内周面に軌道面 2aを有し、内輪 に対して玉 3

を介して回伝自在に配置された外輪 2と、を備える。複数の玉 3は保持器 4に回

伝自在に保持されており、外輪 2は、図示しないアイドラローうの軸受部材 (図6参

照 ) に内嵌・固定されている。これらのシール部材である大径及び小径 字環状部材

5 6は、その径方向断面が 字形状で、大径 字環状部材 5の外径寸法 は、

小径 字環状部材 6の外径寸法 2よりも大きく( ノ 2)設定される。

００3０ 詳説すれば、外輪 2の軸方向外端部の内径側には、大径 字環状部材 5が固定

され、内輪 の軸方向外端部の外径側には、小径 字環状部材 6が、軸方向で大

径 字環状部材 5と相対して、間隔dを置いた外側位置になるよぅに固定される (な

お、木明細菩において、内及び外は軸受に関して吉ぅ。また、軸受内輪に取り付けら

れている小径 字環状部材 6及びこれと同様の作用をするものをスリンガと表現する

こともある)。

００3 1 大径 字環状部材 5は、外輪 2の軸方向外端部の内周面に固定された円筒部

5aと、この円筒部 5aの軸方向内端から径方向内方に向って延びる円板部 5bと、

から成る。また、小径 字環状部材 6は、内輪 の軸方向外端部の外周面に固定さ

れた円筒部 6aと、この円筒部 6aの軸方向外端から径方向外方に向って延びる円

板部 6bと、から成る。こぅして、大径 字環状部材 5の円筒部 5aと小径 字環状

部材 6の円筒部 6aとは、径方向に向かい合い、そして、大径 字環状部材 5の円

板部 5bは、小径 字環状部材 6の円板部 6bより軸方向内側に存して、円板部

6bと軸方向に向かい合っている。円板 の内径側端部と円筒 の外周面と

の間、及び円板部 6bの外径側端部と円筒部 5aの内周面との間はそれぞれ所定



間隙がある。

００32 大径 字環状部材 5の円板部 5bには、シールリッ が固若されており、このシ

ールリッ 7の2つのリップ部 7a 7bは、小径 字環状部材 6の円筒部 6aと円

板部 6bの内側面にそれぞれ摺接している。

００33 シールリッ には、もぅ つのリップ部がリップ部 7bの外周側に略平行してリップ

形状の凸部 7cを形成している。この凸部 7cは、小径 字環状部材 6の円板部 6

bに対して接触せず、円板部 6bとの間に若干の隙間を空けた形で配置されることに

よりラビリンス構造を構成する。そして、リップ部 7a、大径 字環状部材 、外輪 2

、玉 3、及び内輪 で形成される空間にはグリースが充填される。

００34 この構成において、アイドラローラ (図6参照 ) 回伝時に、大径 字環状部材 のシ

ールリッ のリップ部 7a 7bが小径 字環状部材 6の円筒部 6aと円板部 6

bの内側面に摺接することにより、軸受 ０内のグリースが密封されると共に、凸部 7c

によるラビリンス構造によって、外部からの塵や水分が浸入しにくくなっているので、

密封性が高まり、軸受 ０の防塵性や防水性を確保することができる。

００35 このよぅに、低トルクのシールリッ によってグリースの密封性を維持して、従来の

複雑な構造のラビリンスシールを省略することができるので、アイドラローうの低トルク

ィヒを実現することができると共に、低コスト化、コンパクトィヒにも寄与することができる。
。

００36 なお、本実施形態では、反対側のシールとして、摺接するリップが つであるタイフ

のシール 8が装若される。

００37 なお、外輪 2とロ一うのハウジング部分、内輪 と軸の取り付け部分は、圧人でも

よいし、接着剤や弾性樹脂等を介した設置方法でもよい。

００38 また、構造を簡単化することができるので、コンベヤの細み立てに特別な設備投資

をする必要がなく、製作工程の簡素ィヒに寄与することができる。

００39 なお、本実施形態では、ラビリンス構造形成用に、シールリッ にリップ形状の凸

部 7cを設けたが、この構成に限らず、例えば、図2に示すよぅに、シールリッ に

山形状の凸部 7dを設けた構成であっても良い。要するに、大径 字環状部材 5と

小径 字環状部材 6との間隔dを狭めるよぅな構造であれば、ラビリンス構造として採

用することができる。



。
００4０ なお、本実施形態では、反対側のシールとして、摺接するリップが つであるタイフ

のシール 8を装着しているが、反対側のシール形態については特に限定はない。

００4 1 ここで、第 実施形態に適用が限定されるものではないが、第 実施形態を例にし

て、シールリップを含む密封部分を構成する部材の好ましい形態について、図3を参

照して説明する。

００42 図3は、第 実施形態の別例であり、コンベヤアイドラー口一うに適用したものを示

す。軸受外側の開口部には、2つの接触リッ a gbと つの非接触リッ gcと

を有するシール 9及びスリンガ2０が取り付けられる。反対側 (口一ラ中心側) の開口

部には、芯金2 a入りの非接触のゴムシール2 が取り付けられる。この場合、ローラ

中心側のシール2 が非接触のため、低トルク，性能に優れる形態である。

００43 ここで、コンベヤアイドラー口一うに使用される軸受は、通常、ラジアル隙間及びア

キシアル隙間を有しており、使用中にこのラジアル隙間の分だけ径方向に、アキシア

ル隙間の分だけ軸方向に移動する可能性がある。軸受の内輪を某準に考えると、使

用中に外輪がラジアル隙間の分だけ径方向に、また、アキシアル隙間の分だけ軸方

向に移動することになる。

００44 このラジアル隙間及びアキシアル隙間が、ある条件でゼロ、もしくはマイナスである

と、他の条件では軸受各部に不要な荷重がかかることになるため、これらは必要な隙

間であり、コンベヤアイドラー口一うの使用条件、軸受の使用条件により適切な隙間

が設けられている。

００45 高精度の回伝条件が求められる場合は、いわゆる予圧を付与した構造とするが、

一般に部品点数が増え、組立工数も増える。従って、通常は、予圧構造のない形態

で、ラジアル隙間及びアキシアル隙間を持って使用される。

００46 そのため、接触リッ gaの径方向寸法は、ラジアル隙間分だけ径方向に内外輪

， 2が相対的に動いたとしても、スリンガ2０との摺接を維持できる寸法であることが

好ましい。

００47 次に、接触リッ gbの軸方向寸法は、アキシアル隙間分だけ軸方向に内外輪

が相対的に動いたとしても、スリンガ2０の軸方向摺接面から接触リッ bが離

れないこと、且つ非接触リッ gcに接触しない寸法であることが必要である。従って



、図3の状態が、内外輪 2が軸方向に中立の位置にあるとした場合、図3の寸

法。及び寸法。は、それぞれアキシアル隙間の半分の距離を確保する必要がある。

００48 また、接触リッ gaと接触しているスリンガ2０の摺接部分は、内外輪 2がラ

ジアル方向に動いたとしても、ローラ中心側及び外側の空間に全部が露出しないこと

が好ましい。スリンガ2０の摺接面の一部が、常時接触リッ gaと接触することにより

、少なくとも摺接面の一部は外部からの泥水、塵挨、さらには空気に触れることがなく

良好な密封性を維持できる。従って、接触リッ gaの接触部の寸法dは、少なくとも

アキシアル隙間と同じかそれ以上確保することが好ましい。さらに、接触リッ aの

折れ曲がり部分では曲面になるため、この曲面も考慮し、接触リッ gaの真実接触

の軸方向長さがアキシアル隙間より大きいことが好ましい。より好ましくは、ラジアル隙

間 (通常、アキシアル隙間の十数分の である) による動きも考慮に入れ、接触リッ
gaの接触部の寸法dはアキシアル隙間とラジアル隙間を合計したものよりも大きくす

ることが好ましい。最も好ましくは、接触リッ aの真実接触の軸方向長さがアキシ

アル隙間とラジアル隙間の合計よりも長いことである。さらには、内外輪 2の傾き

、内輪 の外径、外輪 2の内径等の寸法公差を考慮することが好ましい。

００49 ただし、接触リッ ga gbが丘すぎると、摺接面の増加によるトルクの増大、軸受

幅寸法の増大、細み立て工程でのリップ損傷の可能性の増加等の影響がある。また

、スリンガ2０の軸方向長さが短いと、スリンガ2０の取り付けが安定しない等の問題も

生じやすい。従って、スリンガ2０のリップが摺接する部分の長さの上限としては、5

以下程度が好ましい。スリンガ2０の軸方向長さJの下限としては、スリンガ2０の径方

向長さ X 2 以上程度が好ましい。最も好ましくは、スリンガ2０の軸方向長さⅡ

は、スリンガ2０の径方向長さ 以下であり、且つスリンガ2０の径方向長さ の ・2以

上とする。

００5０ 次に、接触リッ gbも接触リッ gaと同様に、内外輪 2が相対的に動いた

場合でも、接触リッ gbの摺接が保たれ、且つスリンガ2０との摺接面の全部が露呈

しない寸法とすることが好ましい。上限も同様であるが、スリンガ2０の径方向の長さは

、隙間 がなるべく 、さく、且つ内外輪 2の相対的な動きにより外輪 2の内径と

スリンガ2０が接触しない程度にすることが好ましい。



００5 1 非接触リッ gcについては、内外輪 2が相対的にアキシアル際間の分だけ

動いたとしても、スリンガ2０に接触しないようにすることが好ましい。具体的には、隙

間fをアキシアル際間より長く確保することが好ましい。非接触リッ cが接触すると

、トルクの増大を招くため好ましくない。ただし、隙間fが過大であると、容易に泥水等

が浸入するので、上限は5 以下程度とすることが好ましい。より好ましくは、アキシ

アル際間を考慮して、内外輪 2が相対的に軸方向に最大動いた場合でも

以下の隙間とすると良い。さらに好ましくは、0・7 以下である。最も好ましくは、

隙間fの最大が0・7 以下であり、且つ内外輪 2が相対的に軸方向に最大

に動き、隙間fが最小になった場合でも0・ 以上となる構成とすることである。

００5 2 なお、接触リッ bの角度 巳及び非接触リッ gcの角度 は は、略同一もしくは

同一であり、5。～8 5。の範囲であることが好ましい。より好ましく 。は ０ ～5 。０ 、さ

らに好ましくは 。5 ～4 。5 、最も好ましくは2 。０ ～4 。０ であり、且つ角度 巳 と角度

ぽ の 。 。 。相互差が 5 以内である。また、接触リッ gaの角度 v は、5 ～8 5 の範囲

であることが好ましい。より好 。ましくは ０ ～ 。5０ 、さらに好ましくは 。5 ～4 。5 、最

も好ましく 。は2０ ～ 。
4０ である。

００5 3 また、接触リッ gbと非接触リッ cとの間の距離 は、内外輪 2が相対的

にアキシアル際間分動いた場合に接触しないよう、角度 巳及び角度 は も考慮して決

めることが好ましい。

００54 また、アキシアル際間により、スリンガ2０が外輪 2の幅よりも外に出ないように、寸

法aは、少なくともアキシアル際間より大きく確保する必要がある。さらに好ましくは、

内輪 の内径部と側面部との間の面取りのかかり寸法よりも寸法aが大きくなるように

する。

００5 5 また、非接触ゴムシール2 も、アキシアル際間、ラジアル際間を考慮して、非接触リ

ップ部が内輪 と接触せず、且つ過大な距離とならないように設定することが好まし

００56 これらの構成により、軸受 ０に備えられた接触リッ a gbとその摺接面の摺接

が安定し、非接触リッ gcは軸受 ０と接触することがないため、回転トルクが低トル

ク且つ安定したものとなる。さらに、接触リッ a gbとその摺接面の摺接が安定



し、非接触リッ gcは軸受 ０と必要最小限の隙間で対向するため、効果的に泥水

等の典物の浸入を防止することができる。

００5 7 さらに、上述した寸法関係であれば、図4及び図5に示す通り、円板部 6bの先端

部を軸方向に折り曲げる等、形状を種々変更したスリンガ2０も使用することができる

００58 (第2実施形態 )

図7は、第2実施形態のコンベヤ用軸受を示す軸方向断面図である。なお、第 実

施形態と同一又は同等部分については、図面に同一符号を付してその説明を省略

或いは簡略化する。

００59 本実施形態のコンベヤ用軸受3０は、背景技術の図6で示したよぅに、アイドラロー

ラ2の軸受部材3にコンベヤ用軸受 5に代えて内嵌した形で取り付けられるもので、そ

の全体構成の重複する説明は省略する。

００6０ 本実施形態のコンベヤ用軸受3０は、図7に示すよぅに、図示しない軸に外嵌・固定

される内輪 と、内輪 の軌道面 aに伝動自在に配置された複数の玉 3と、内

輪 に対して玉 3を介して回伝自在に配置された外輪 2と、を備える。外輪 2は、

図示しないアイドラローうの軸受部材 (図6参照 ) に内嵌・固定されている。

００6 1 外輪 2の軸方向外側の内径側端部には、シール部材である第 字環状部材3

が固定され、内輪 の軸方向外側の外径側端部には、第2 字環状部材32が、軸

方向で第 字環状部材3 と相対して、間隔dを置いた外側位置になるよぅに固定さ

れる。

００62 第 及び第2 字環状部材3 32は、それぞれ径方向断面が 字形状で、第 字

環状部材3 は、径方向に延びる円板部と該円板部の外径側端部で軸受内方に向

けて折れ曲がって円筒部を形成し、この円筒部の端部が外輪 2の軸方向外側で内

径側端部に形成された切欠き部 2bに固定される。第2 字環状部材32は、径方向

に延びる円板部と該円板部の内径側端部で軸受内方に向けて折れ曲がって円筒部

を形成し、この円筒部の内周面が内輪 の外周面に嵌若・固定される。また、第2

字環状部材32の外径寸法 は、第 宇環状部材3 の外径寸法 2よりも刀体く (

く 2)設定される。



００63 第 字環状部材3 の内径側端部には、シールリッ 33が嵌若・固定されており、

このシールリッ の2つのリップ部33a 33bが第2 字環状部材 の内側面に各

々摺接するよぅになっている。即ち、一方のリップ部33aは、第2 字環状部材 の円

筒部の外周面に接触し、他方のリップ部33bは、第2 字環状部材 の円板部の内

側面に接触するよぅに配置されて、ラビリンス構造を構成する。そして、リップ部33a

第 字環状部材3 、外輪 2、玉 、及び内輪 で形成される空間にはグリースが

充填される。

００64 この構成において、アイドラローラ (図6参照 )回伝時に、第 字環状部材 のシ

ールリッ のリップ部33a 33bが第2 字環状部材 に摺接することにより、軸受

3０内のグリースが密封されると共に、ラビリンス構造によって、外部からの塵や水分

が浸入しにくくなっているので、密封性が高まり、軸受3０の防塵性や防水性を確保

することができる。

００65 図8は、第2実施形態の別例のコンベヤ用軸受であり、本例では、第2 字環状部

材32の外径寸法 は、第 字環状部材 の外径寸法 2よりも大きく( ノ 2)

設定される。

００66 また、第 字環状部材3 の内径側端部には、シールリッ 34が嵌若・固定されて

おり、このシールリッ 34の2つのリップ部34a 34bが第2 字環状部材 の内側面

に各々摺接するよぅになっている。即ち、一方のリップ部34aは、第2 字環状部材

の円筒部の外周面に接触し、他方のリップ部34bは、第2 字環状部材 の円筒部

の内側面に接触するよぅに配置される。そして、リップ部34a、第 字環状部材3

外輪 2、玉 3、及び内輪 で形成される空間にはグリースが充填される。

００67 さらに、第 字環状部材3 の円板部外径側と円筒部外周面、及び外輪 の切欠

き部 2b内には、第 字環状部材3 と第2 字環状部材 との間隔dを狭める形状

の凸部材34cが嵌若・固定されており、ラビリンス構造を構成している。

００68 この構成において、アイドラローラ (図6参照 )回伝時に、第 字環状部材 のシ

ールリッ 34のリップ部34a 34bが第2 字環状部材 に摺接することにより、軸受

3０内のグリースが密封されると共に、第2 字環状部材32の外径寸法 が第 字

環状部材3 の外径寸法R2よりも大きく、且つ凸部材34cによるラビリンス構造によっ



て、外部からの塵や水分が浸入しにくくなっているので、密封性が高まり、軸受3０の

防塵性や防水性を確保することができる。

００69 このよぅに、低トルクのシールリッ 34によってグリースの密封性を維持して、従来の

複雑な構造のラビリンスシールを省略することができるので、アイドラローうの低トルク

化を実現することができると共に、低コスト化、コンパクト化にも寄与することができる。

００7０ また、構造を簡単にすることができるので、コンベヤの細み立てに特別な設備投資

をする必要がなく、製作工程の簡素化に寄与することができる。

００7 1 (第3実施形態 )

図9は、第3実施形態のコンベヤ用軸受を示す軸方向断面図である。なお、第 実

施形態と同一又は同等部分については、図面に同一符号を付してその説明を省略

或いは簡略化する。

００72 本実施形態のコンベヤ用軸受4０は、背景技術の図6で示したよぅに、アイドラロー

ラ2の軸受部材3にコンベヤ用軸受 5に代えて内嵌した形で取り付けられるもので、そ

の全体構成の重複する説明は省略する。

００73 本実施形態のコンベヤ用軸受4０は、内輪 と外輪 2との間の片方のシール部を

オイルシール4 としたものである。オイルシール4 は、外輪 2の内径面に段差状に

形成された内径拡大部 2cに圧入状態で取り付けられ、その2つのリップ部4 a 4

bが内輪 の外径面に摺接する。

００74 また、本実施形態では、オイルシール4 の反対側のシールとして、接触シール4 2

が装若される。なお、接触シール4 2の代わりに、非接触シール、もしくはシールド板

を装着してもよい。

００75 また、オイルシール4 の2つのリップ部4 a 42bで形成される空間にグリースを封

入することにより、リップ部4 a 42b の摺接によるトルクの増加を抑え、且つ外部から

の水等の浸入をより効果的に防ぐことができる。

００76 図 ０は、第3実施形態の別例のコンベヤ用軸受であり、本例では、オイルシール4

は、内輪 の外径面に段差状に形成された外径拡大部 bに圧入状態で取り付

けられ、その2つのリップ部4 a 4 bが外輪 2の内径面に摺接する。通常、コンベ

ヤ用軸受は外輪回伝で使用される。このため、本例であればオイルシール4 自体が



回伝することはなく、オイルシール4 に遠心力が負荷することがないので、より安定し

て摺接することができる。

００77 図 は、第3実施形態の別例のコンベヤ用軸受であり、本発明をコンベヤ用の円

筒ころ軸受 5０に適用させたものである。この円筒ころ軸受 5０は、外周面に軌道面5

aを有する内輪5 と、内輪5 の軌道面5 aに伝動自在に配置された複数のころ53と

、内周面に軌道面52aを有し、内輪5 に対してころ53を介して回伝自在に配置され

た外輪52と、複数のころ53を回転 自在に保持する保持器54 と、を備える。そして、

外輪52の内径面に段差状に形成された内径拡大部 52bにオイルシール4 が装若

され、オイルシール4 の反対側に接触シール4 2が装若される。

００78 なお、本発明のいずれの実施形態においても、軸受形式は深満玉軸受に限られず

、円筒ころ軸受、円すいころ軸受、自動調芯ころ軸受、針状ころ軸受等のころ軸受、

アンギュラ玉軸受、多点接触玉軸受等の玉軸受、さらには、これらの軸受形式の細

み合わせや複列での使用も可能である。

００79 (第4実施形態 )

図 2は、第4実施形態のコンベヤ用軸受を示す軸方向断面図である。

００8０ 本実施形態は、第 ～第3実施形態において軸受形式を複列軸受としたものである

。即ち、軸受形式が複列軸受である以外は、第 ～第3実施形態と同様の特徴を適

用できる。

００8 1 伝がり軸受を複列とすることにより、内輪内径寸法と外輪外径寸法の差が 、さい薄

肉軸受とすることが可能であり、耐荷重性能を落とすことなく軸受が径方向に占有す

るスペースを 、さくすることができる。

００82 本実施形態の複列アンギュラ玉軸受6０は、図 2に示すよぅに、外周面に軌道面6

aを有する内輪6 6 と、内輪6 6 の軌道面6 a 6 aに伝動自在に配置され

た複数の玉6 3と、内周面に軌道面62a 62a を有し、内輪6 6 に対して玉6 3を介

して回伝自在に配置された外輪6 2と、複数の玉6 3を回伝自在に保持する保持器64

と、を備える。

００83 そして、内輪6 6 と外輪6 2との間はシール装置6 5 6 5で密封されており、この

シール装置6 5は、金属製のスリンガ6 6と、金属製の 字環状部材6 8に弾性材料か



らなるシール6 9を一体成形したシール部材6 7と、を備える。

００84 スリンヵ6 6は、断面略 字状の円環部材てあり、内輪6 の外端部外周面に外嵌固

定 自在な内径側円筒部66a と、内径側円筒部66a の軸方向外端縁から径方向外方

に折れ曲かった外側円輪部6 6bと、を有する。

００85 字環状部材6 8は、断面略 字状の円環部材てあり、外輪6 2の外端部内周面に

内嵌固定 自在な外径側円筒部68a と、外径側円筒部68a の軸方向内端縁から径方

向内方に折れ曲かった内側円輪部6 8bと、を有する。

００86 シール6 9は、外側、中間、内側の3木のシールリノプ69a 69b 69。を備え、最も

外側に位置する外側シールリノプ69a の先端縁をスリンヵ6 6の外側円輪部6 6bの内

側面に全周に丘って摺接させ、残り2木の中間シールリノ 69b及ひ内側シールリノ

69cの先端縁をスリンヵ6 6の内径側円筒部66a の外周面に全周に丘って摺接さ

せることによって、高いシール性能を発揮する。

００87 なお、複列の軸受形式としては、図 2に示す複列アンキュラ王軸受6０に限らす、

複列深偕王軸受、複列円筒ころ軸受、複列円すいころ軸受、自動燗芯ころ軸受等に

も適用てきる。

００88 また、軸受を複列形式とすることにより、軸受内部に予圧をかけた状態て使用するこ

とも可能てある。この場合、軸受の位置決めを適正に行えは、軸に取り付けられた口

一ルの軸方向の動きを少なくすることか可能てある。そのため、例えは、ロール上を

適過するへルトの動きを柑らかなものとすることかてき、結果的にへルト上の搬迭物

に与える振動か軽減され、ヘルト上の搬迭物の品質保持、ヘルト上の搬迭物に由来

する発鹿の低減等に効果を有すると考えられる。

００89 また、軸受を複列形式とすることにより、伝動体数は増えるものの、伝動体 個当た

りの質呈は軽減てきるため、伝動体の公伝による遠心力か少なくなるのて、より高速

回伝に適した形態てある。

００9０ また、予圧をかけることにより、シール部分の軸方向の動きも少なくなり、シールリノ

プ部分かより安定して摺接する。このため、元々の低トルクャ生能に加えて、トルクの安

定性、防塵性能も優れたものとなる。

００9 1 (第5実施形態 )



図 3は、第5実施形態のコンベヤ用軸受を示す軸方向断面図である。なお、第

実施形態と同一又は同等部分については、図面に同一符号を付してその説明を省

略或いは簡略化する。

００92 本実施形態は、第 ～第4実施形態において、軸受形式を多点接触玉軸受とした

ものである。即ち、軸受形式が多点接触玉軸受である以外は、第 ～第3実施形態と

同様の特徴を適用できる。また、多点接触玉軸受は、単列であっても軸方向の動き

が少ないため、複列軸受で予圧を付与した場合と同様の効果が得られる。

００93 本実施形態の多点接触玉軸受 7０は、図 3に示すよぅに、内輪7 、外輪72、複数

の玉 (伝動体 ) 73、及び保持器74からなる4点接触玉軸受である。また、保持器74

は、樹脂製のものが使用されており、これにより、玉73と保持器74との摺接による回

伝トルクの増加を低減することができる。

００94 なお、多点接触の軸受形式としては、図 3に示す内外輪2点ずつで玉と接触する

4点接触玉軸受以外にも、内輪 点外輪2点、もしくは、内輪2点外輪 点で玉と接触

する3点接触玉軸受、さらには、5点以上で玉と接触する多点接触玉軸受にも適用で

きる。

００95 また、内輪7 及び外輪72の少なくとも一方を、軸方向に分割したもので上記3点、

4点、5点以上の多点接触玉軸受を構成することも可能である。

００96 (第6実施形態 )

図 4は、第6実施形態のコンベヤ用軸受を示す軸方向断面図である。

００97 本実施形態は、第 ～第5実施形態において、軸受の外輪外径部とハウジングとの

間、及び内輪内径部と軸との間の少なくとも一方に弾性部材を介在させたことを特徴

とする。そして、本実施形態では、その代表例として外輪外径部に リングを取り付け

た例を示す。なお、本実施形態は、第3実施形態のコンベヤ用軸受4０を例にして説

明する。

００98 本実施形態のコンベヤ用軸受4０では、図 4に示すよぅに、外輪 2の外径部に リ

ング4 3 43を装着し、ハウジングと外輪 2の外径部との間を隙間はめにしている。こ

れにより、軸受4０のクリープ現象の防止、軸受4０への衝撃荷重の緩和、ロールと軸

との絶縁等の効果のいずれかもしくは複数の効果が得られる。



００99 図 5は、第6実施形態の別例のコンベヤ用軸受であり、本例では、外輪 2の外径

部に加えて、内輪 の内径部にも リング4 3 43を装着している。

０1００ また、 リング4 3 43を装着した上で軸受外輪 2の外径部とハウジング内径部、及

び軸受内輪 の内径部と軸の嵌め合いをしまりばめとして圧入による細み立てを行

ぅことも可能である。本発明の各実施形態のシール装置 (密封装置) は密封性能に優

れるため、軸受内部を通過しよぅとする泥水等は殆ど問題にならないが、軸受と軸と

の間、軸受とハウジングとの間の隙間を通過して泥水等がローラ内部に浸入すること

がある。この場合、軸受の反対側のシール装置 (密封装置) が非接触タイプであれば

、軸受内部に泥水等が浸入してしまぅことになる。

０1０1 上記した軸受と軸との間、軸受とハウジングとの間の隙間を通過する泥水は、嵌め

合い部分が圧人であっても入り込むことがあるが、外輪外径部及び内輪内径部の少

なくとも一方に リングを装着し、嵌め合い部を圧入とすることにより、軸受とハウジン

グとの間の隙間を通過する泥水を効果的に防止することができる。好ましくは、内外

輪とも嵌め合い部に リングを装着し、内外輪とも圧入嵌合とすることがより効果的で

ある。

０1０2 本実施形態では、 リングを例に説明したが、 リングと同様の効果を有するもので

あれば、 リング部分の形態の変更も可能である。例えば、嵌め合い部に、ある程度

の弾性を有する接着剤等を適用することが挙げられる。

０1０3 (その他の実施形態 )

次に、図 6～図26を参照して、本発明に係るコンベヤ用軸受のその他の実施形

態について説明する。なお、第 ～第6実施形態と同一又は同等部分については、

図面に同一符号を付してその説明を省略或いは簡略化する。

０1０4 図 6のコンベヤ用軸受 ０は、スリンガ (小径 字環状部材 ) 6の摺接面である円

筒部 6 aの外周面及び円板部 6bの内側面に凹曲面8 を形成した形態である。スリ

ンガ 6の摺接面に凹曲面8 を形成することにより、リップ部 7a 7bの摺接部の接

触長さを長く確保することができるので、泥水等の浸入防止により効果がある。また、

少なくともこの形状のシールを片側に装着した場合、反対側が非接触シールであれ

ば、軸受に軽い予圧を負荷しておくことが可能である。また、予圧の大きさもリップ形



状、スリンガ形状の設定により変更することが可能である。そのため、輸送時の振動

による軌道面のフレッチング損傷の防止や、軸受をロ一うに細み込むときの位置決め

作業工数が低減できるとレづ効果が期待できる。

０1０5 図 7 のコンベヤ用軸受 ０は、大径 字環状部材 5 の外輪 2 の内径側への嵌め

合い部、即ち、円筒部 5 a の内周面に傾斜部 8 2 を形成した形態である。これにより、

嵌め合い部の取り付けが安定すると共に、外輪回伝により、シールリッ 7 に付着し

た泥水等の排出が容易となると づ効果が期待できる。

０1０6 図 8 のコンベヤ用軸受 ０は、軸受 ０の口一ラ中心側の開口部に2つのスリンガ8

3 ，8 3 を取り付けて、非接触のラビリンスシールを構成した形態である。これにより、片

側のシールが簡素化されるため、軸受幅寸法を 、さくすることができると共に、防塵

性能に優れている。

０1０7 図 9 のコンベヤ用軸受 ０は、外輪 2 の軸方向両端部の内周面にシール装置8 4

を設けた形態である。このシール装置8 4 は、外輪 2 の軸方向端部の内周面に固定

される断面略台形状のシールド板 8 5 と、シールド板 8 5 の内周面に固若されるシール

8 6 と、を備える。そして、シールド板 8 5 の内周側端部には、非接触のシールド85a が

形成され、シール8 6 の内周面には、3つの接触リッ 86a 8 6 a 86a が軸方向に略

等間隔に形成される。この場合、非接触のシールド85a と3つの接触リッ 86a 86a

86a により、泥水を効果的に防止することができ、部品点数も少ないため製造コスト

を削減することができる。

０1０8 図2０のコンベヤ用軸受 ０は、軸受 ０の口一ラ中心から離間する側の開口部にシ

ール装置8 7 を設けた形態である。このシール装置8 7 は、内輪 の軸方向端部の外

周面に固定される断面略コの字状のスリンガ8 8 と、外輪 2 の軸方向端部の内周面

に固定され、スリンガ8 8 及び内輪 に接触するシール部材 8 9 と、を備える。シール

部材 8 9 は、内輪 の外周面に接触する接触リッ 89aと、スリンガ8 8 の内周側円筒

部 88a の外周面に接触する接触リッ 89bと、スリンガ8 8 の外周側円筒部 8 8 bの外

周面に接触する接触リップ89c と、を有する。

０1０9 図2 のコンベヤ用軸受9０は、本発明を自動調芯ころ軸受に適用させた形態であ

る。このコンベヤ用軸受 9 ０は、内輪 9 、外輪 9 2 、複数のころ9 3 9 3 、及び保持器9



4 ，9 4 からなり、外輪 9 2 の軸方向一端部の内周面にシール部材 9 5 が固定され、外

輪 9 2 の軸方向他端部の内周面にシール部材 9 6 が固定される。そして、シール部材

9 5 の内周側端部には、内輪 9 の外周面に接触する2つの接触リッ 95a g5b が形

成され、シール部材 9 6 の内周側端部には、内輪 9 の外周面に接触する つの接触

リッ 96aが形成される。

０1 1０ 図2 2 のコンベヤ用軸受 ０は、軸受 ０の口一ラ中心から離間する側の開口部にシ

ール部材 9 7 を設けた形態である。このシール部材 9 7 は、外輪 2 の軸方向端部の内

周面に固定され、その内周側端部には、内輪 の外周面に接触する2つの接触リッ

97a 97b が形成される。

０1 1 1 図2 3 のコンベヤ用軸受 ０は、軸受 ０の口一ラ中心から離間する側の開口部にシ

ール装置 ００を設けた形態である。このシール装置 ００は、外輪 2 の軸方向端部

の内周面に固定される大径 字環状部材 5 と、内輪 の軸方向端部の外周面に固

定される小径 字環状部材 6 と、大径 字環状部材 5 の円板部 5 b の内周側端部

に固若されるシール ０ と、小径 字環状部材 6 の円板部 6 b の外周側端部に固

若されるシール ０2 と、を備える。そして、シール ０ には、小径 字環状部材 6 の

円筒部 6 a の外周面に接触する接触リッ ０ a が形成され、シール ０2 には、大径

字環状部材 5 の円板部 5 b の外側面に接触する接触リッ ０2 a 、及び大径 字

環状部材 5 の円筒部 5 a の内周面に接触する接触リッ ０2 b が形成される。

０1 12 図2 4 のコンベヤ用軸受 ０は、軸受 ０の口一ラ中心から離間する側の開口部にシ

ール装置 ０3 を設けた形態である。このシール装置 ０3 は、外輪 2 の軸方向端部

の内周面に固定される大径 字環状部材 5 と、内輪 の軸方向端部の外周面に固

定される小径 字環状部材 6 と、大径 字環状部材 5 の外側面に固若されるシー

ル ０4 と、を備える。そして、シール ０4 には、小径 字環状部材 6 の円筒部 6 a の

外周面に接触する2 つの接触リッ ０4 a ０4 b 、及び小径 字環状部材 6 の円板

部 6 b の内側面に接触する つの接触リッ ０4 c が形成される。

０1 13 図2 5 のコンベヤ用軸受 ０は、軸受 ０の口一ラ中心から離間する側の開口部に2

つのシール部材 ０5 ０6 を設けた形態である。シール部材 ０5 は、内輪 の軸方

向端部の外周面に固定され、その外周側端部には、外輪 2 の内周面に接触する接



触リッ ０5aが形成される。シール部材 ０6は、シール部材 ０5よりも内側において

、外輪 2の軸方向端部の内周面に固定され、その内周側端部には、内輪 の外周

面に接触する接触リッ ０6a、及びシール部材 ０5の芯金 ０5bの内側面に接触

する接触リッ ０6bが形成される。

０114 図26のコンベヤ用軸受 ０は、軸受 ０の口一ラ中心から離間する側の開口部にシ

ール部材 ０7を設けた形態である。このシール部材 ０7は、外輪 2の軸方向端部

の内周面に固定され、その内周側端部には、内輪 の外周面に接触する2つの接

触リッ ０7a ０7bが形成される。

０115 なお、図22～図26のコンベヤ用軸受 ０において、図示しない反対側の軸方向端

部に設けられる密封装置には、接触又は非接触のゴムシール、非接触の金属シー

ルド板、及びラビリンス構造等を採用することができる。あるいは、図示したものと同様

に2つ以上のリップを有するシール装置であってもよい。

０116 また、各実施形態において、内外輪の幅を典なるものとするほか、内外輪の厚さを

変える。例えば、外輪を肉厚として、内輪を薄肉とするといぅ形態等の応用も可能で

ある。

実施 列

０117 次に、図3に示す本発明のコンベヤ用軸受 ０を備えるアイドラローラ (本発明例) と

、図6に示す従来のアイドラローラ (従来例) と、を用い、回伝トルク試験及び水浸入

試験を了 、刊 、それぞれ性能を比較した。

０118 本発明例及び従来例の口一うの大きさ、軸受の寸法等は同一のものとした。軸受は

、内径4０ 、外径g０ のものである。潤滑剤として、いずれも、軸受内部には、

合成炭化水素油 (某油粘度2００ s :4０ )であり、増ちょぅ剤をジウレアとした

グリースを軸受空間容積の5０ 封入した。

０119 本発明のコンベヤ用軸受 ０の接触リッ ga gbには、上記グリースを少呈塗布

した。また、従来のアイドラローうには、キャップと軸受との間の空間容積の5０。のグ

リースを封入した。また、それぞれのアイドラローラ 本につき、2個の軸受が使用され

る。

０12０ 試験方法としては、アイドラローうにラジアル荷重9・8 を負荷し、軸受が外輪回



伝となるよぅに軸を固定して、ローラ部分を o o て24時間室温雰囲気て回伝させ

24時間運伝後の回伝トルクを側定した。

０12 1 また、回伝トルク側定後、室温、水噴霧の同一条件下てさらに上記条件て回伝させ

た後の、軸受内部に残存したクリースの水分呈を側定した。

０122 その結果、回伝トルクについては、本発明例の方か従来例よりも4０ 程減少し、水

分の混入については、本発明例の方か従来例よりも9 5 以上減少していることかわ

かった。

０123 以下、本発明の各実施形態に共適する好ましい形態を述へる。

０124 (潤柑・潤柑剤)

軸受は、軸受内部に封入したクリース組成物により潤柑されることか好ましい。たた

し、仙俗潤柑、オイルミスト潤柑、オイルエアー潤柑、固体潤柑剤による潤柑、含仙樹

脂・含仙フェルト等による潤柑等の種々の潤柑方怯により潤柑することも可能てある。

０125 潤柑クリースとしては、企属石けん・企属複合石鹸、ウレア化合物・テレフタラメート

等の有機物、フノ素樹脂・ポリエチレン等の有機高分子粉末、鉱物・粘土・企属酸ィヒ

物等の無機粉末、あるいは、これらの混合物を増ちょぅ剤とし、鉱仙・動植物仙・合成

仙を某仙とし、必要に応して防錆剤、酸化防止剤、極圧添加剤等の添加剤を添加し

たものか使用てきる。

０126 これらの中ても、ウレア化合物を増ちょぅ剤とし、合成炭化水素仙を某仙としたクリー

ス組成物か好ましい。この組成のクリース組成物てあれは、水か混入したときの耐久

性に優れ、軸受の回伝による撹件専断によるクリース組成物の軟化、軸受の振動に

よるクリース組成物の軟化の度合いか少なく、クリース組成物からの仙の分離も適度

てあり、さらに高温ての耐久性にも優れているため、伝かり軸受の寿命、ひいては、コ

ンヘヤローうの寿命を長いものとすることかてきる。

０127 また、軸受に装若されるシールはもちろんのこと、コンヘヤローうにより保持されるコ

ンヘヤヘルトは、一般的に合成コムを主な成分の一つとするものてある。合成炭ィヒ水

素仙は、合成コムに対しての化学的な攻撃性 (ケミ力ルアタノクャ生) か少ない。そのた

め、万か一、軸受内部からクリースか侃洩し、コンヘヤヘルトに付着するよぅなことか

あっても、コンヘヤヘルトか受ける影響はこく 、さいものにととまる。



０128 また、ウレア系の増ちょう剤も化学的に安定な物質であり、合成ゴムへのケミかレア

タック性が極めて 、さく好適である。

０129 合成炭ィヒ水素油としては、ボリー 巳 一オレフイン、エチレンプロピレンオリゴマー、ア

ルキルベンゼン、アルキルナフタレン等が挙げられ、この中でも、ボリー 巳一オレフイ

ンがケミ力 ，ルアタック性も少なく、耐熱性も良く、流動点も低く好適である。

０13０ 増ちょう剤のウレア化合物としては、ジウレア、トリウレア、テトラウレア、あるいはテト

ラウレアよりも重合度の高いボリウレア、もしくは、これらの混合物が使用できる。この

中でも、好ましくは、ジウレア化合物を使用する。ジウレアィヒ合物を増ちょう剤とするグ

リース組成物は、水が混入したときのグリース性状の変ィヒが少なく、耐熱性、専断安

定性にも優れ、低温でも硬くなりにくく、適度な離油性を保持できる。

０13 1 ジウレア化合物の中でも式 で示されるジウレア化合物が好適である。

(式 )

両末端の はそれぞれ同一でも典なっていても良く、炭素数6～8の炭ィヒ水素某

であり、炭素数8～8のアルキル某、炭素数6～2の脂環某、炭素数6～8の芳香

族某が好ましい。 2は、炭素数6～5の芳香族某である。

０132 ベルトコンベヤが通常の環境温度 ( ０～5０ )雰囲気で使用される場合は、

に炭素数8～8のアルキル某、炭素数6～2の脂環某を用いたものが好ましい。こ

の組成の増ちょう剤であれば、上記環境温度で適度な専断安定性を有し、軸受の回

伝を妨げることなく、低トルクでの回伝が可能である。

０133 グリース組成物全最中に占める増ちょう剤の割合は、5～3 5質呈 が好適である。

増ちょう剤の割合が 5質呈 未満であると、グリース組成物の混和ちょう度が高いもの

となり、過度の流動性を有することとなるため、軸受からの流出が多くなる。逆に3 5質

呈 を超えると、グリース組成物の混和ちょう度が低くなりすぎ、軸受に封入した場合

回伝トルクが過大なものとなりやすい。

０134 上記の に炭素数8～8のアルキル某、炭素数6～2の脂環某を用いた好まし

いジウレア化合物を増ちょう剤とし、ボリー 巳 一オレフインを某油とするグリース組成物

であれば、増ちょう剤はグリース組成物全呈に対して ０～2０質呈 。、混和ちょう度の

値で2００～3 5０が好ましく。より好ましくは、増ちょう剤はグリース組成物全呈に対して



2～8質呈 。、混和ちょう度の値は22０～3００である。

０135 グリース組成物の某油の粘度は、4０Cで ０～ ００ s が好ましい。 ０

s末満であると、使用中の蒸発が多くなり、また耐熱性も劣るものとなる。 ００

s を超えると、某油 自体の専断抵抗が大きくなり、軸受の回伝トルクの増大を招く。

また、専断に伴う発熱も生ずるため、耐久性に対して不利となる。

０136 好ましくは、 Cにおいて2０～5００ s の範囲であり、使用条件等によりこの

範囲から選定することが好ましい。通常の環境温度 ( ０～6０C) 雰囲気で使用さ

れる場合は、4０Cにおいて3０～4００ sが好ましく、通常の使用環境温度の中

でも低温側での使用が多い場合もしくは通常の使用環境温度よりも低い温度で使用

される場合は4０Cにおいて2０～3００ とすることが好ましい。逆に通常の使

用環境温度の中でも高温側での使用が多い場合もしくは通常の使用環境温度よりも

2高い温度で使用される場合は4０Cにおいて4０～55 ００００ S とすることが好ましい
。通常の環境温度 ( ０～6０ )では4０Cにおいて4０～3００ s がより好まし

い。最も好ましくは4０でにおいて ００～3００ である。

０137 なお、例えば、コンベヤで搬送されるものが比較的高温あるいは低温のため、この

熱が軸受まで伝わり軸受温度に影響をする場合は、搬送物の温度も考慮して某油粘

度を調節することが好ましい。

０138 グリース組成物には、少なくとも、酸化防止剤と防錆剤を添加しておくことが好まし

い。酸ィヒ防止剤としては、アミン系、フェノール系をはじめとする種々の酸化防止剤が

使用できる。防錆剤としては、スルホネート等の金属塩が好適に使用できる。

０139 グリース組成物に導電性を持たせる場合は、カーボンブラック、カーボンナノチュー

ブ等の導電性付与剤をグリース組成物全呈に対して数 ～十数 添加することが好

ましい。

０14０ また、必要に応じて、リン酸エステル等の不燃性の油を某油とした不燃性グリース、

植物油やェステル油等を某油とした生分解性グリースなどの使用も可能である。

０14 1 軸受内部へのグリース組成物の封入呈は、軸受空間容積の ０～００ とすること

が好ましい。 未満でほ、グリース組成物が軸受内部の潤滑の必要な部分に行き

渡りにくく、また、水が浸入してきた場合、軸受内部の水の相対的な割合が多くなり、



軸受の潤滑不良を起こし易いものとなる。より好ましくは、2０～8０ である。8０ を

超えると、軸受の回伝により軸受内部でグリースが撹件された場合の撹件抵抗が大き

いものとなり、軸受の回伝トルクを増大させる要因となることがある。最も好ましくは2０

～7０ であり、この範囲であれば、軸受の回伝トルクとその他の必要な性能のバラン

スのよレ咋のとすることができる。

０14 2 また、コンベヤローうの回伝速度によっても、好適な封入呈が典なることがある。比

較的高速 ( 軸受外径寸法十軸受内径寸法 2 ) X 回伝数で示されるd 値が ０

万を超える) での使用が主な場合はグリース組成物の封入呈を2０～5０。とすること

が好ま 、。この範囲であれば、高速回伝によるグリース撹件や専断に起因する発熱

が比較的少ないため軸受としては長寿命となる。逆いd 値が ０万以下の低速で

の使用が主な場合であれば、軸受の回伝によるグリースの撹件等の影響は少なくな

るので、グリース組成物の封入呈は4０～7０。とすることが好ま 、。

０14 3 (内外輪、伝動体材質)

伝がり軸受の内外輪、伝動体、保持器を構成する材料の材質には金属、無機材料

、有機材料が使用でき特に制限はないが、以下のものが好ま 、。

０144 伝がり軸受の内外輪には、鋼材を代表とする金属材料、セラミック、樹脂材料等が

使用できる。金属材料としては、欽系のいわゆる鋼材と非鉄合金に分類されいずれも

使用できる。

０14 5 鋼材としては S J S J2 S J3 S J4等の軸受鋼 S S3０3 S S3０4 S

S3 6 S S42０J 2 S S43０ S S44０C S S63０ 5 4 4０C等のマルテン

ザイト系、オーステナイト系、析出硬化系などのステンレス鋼、 5０ 5０ S 4等

の耐熱鋼や高速度鋼 S53 C S C 42０ S C 44０ S C 42０ S C 22０ 等

の肌焼き鋼等が使用できる。

０146 これら欽系の鋼材は、通常、焼き入れ、浸炭処理、浸炭空化処理、浸硫処理、浸硫

空化処理などの硬化処理を施して用いられる。また、必要に応じて、これら硬化処理

の後に、焼き戻しや低温処理の工程が加えら、所定の硬度に処理して用いられる (以

下、これら一連の処理を熱処理とする) 。

０14 7 好ましくは、内外輪伝動体とも軸受鋼 ( S J ～3 ) を軌道面の硬さが ～6 6



になるよぅに熱処理して用いるのがコストパフォーマンスに優れている。より好ましくは

～6 4 とする。さらに、 ～6 6 の範囲内で、内外輪軌道面の硬さよりも伝

動体の硬さが cの値で ～2程硬いものであることが好ま 、。

０148 コンベヤ用軸受は、上述したとおり水が浸入し易く、すなわち、水とともに土砂等の

硬い典物が混入する可能性もある。土砂等の典物混入、軌道面と伝動体との間での

かみこみによる表面損傷の場合、軌道面と伝動体の硬度が同程度であると損傷が伝

動体に集中しやすく、短寿命となってしまぅことが多い。軌道面と伝動体に硬度の差

をつけておくことで、伝動体に損傷が集中することが防止でき、結果的に長寿命とな

る。

０149 さらに、S J2を使用する場合、内外輪及び伝動体とも、もしくは、伝動体のみに浸

炭空化処理を施すことが好ま 、。浸炭空化処理を施すことにより、伝動体あるレソま

内外輪軌道面の表面の炭素含有率及び空素含有率が上がる。そのため、炭素及び

空素の固溶強化硬化作用、及び空素による焼き戻し軟化抵抗性を付与することがで

きる。このため、焼き戻しの温度を高温としても C58以上の硬度を得ることができ

る。通常、熱処理済みの鋼材は焼き戻し温度を超えると寸法に永久変化を起こし易

い。すなわち、焼き戻し温度が高温であれば、より高温まで寸法安定性が保てるため

コンベヤ用途を含めて各種用途に好適である。

０15０ コンベヤ用伝がり軸受の内外輪軌道面、伝動体に浸炭空化処理を施す場合は、伝

動体にのみ浸炭空化処理を施し、内外輪は通常の熱処理とし、伝動体の硬さを c

で ～2 とすることがコストパフォーマンスの観点から好ま 、。

０15 1 なお、各種の肌焼き鋼、ステンレス鋼、高炭素クロム軸受鋼であるS J2以外の高

炭素クロム軸受鋼であるS J S J3 S J4等、マルテンザイト系ステンレス鋼を内

外輪、伝動体に用い、これに浸炭空化処理を施して、伝動体の硬さを cで ～
2 としても良い。また、これらの鋼種、あるレソま、浸炭空化の有無を細み合わせて伝動

体の硬さを cで ～2 としてもよい。さらには、泥水に触れ易く錆の発生が懸念さ

れる内外輪にはステンレス鋼を使用し、軸受内部の伝動体にはS J2を使用するとい
ぅ細み合わせも可能である。

０152 また、浸炭空化処理時に残留オーステナイトの最を制御し、表面の炭化物、空化物



の粒子の径を微細にすることなどにより、典物の混入による表面損傷の影響を少なく

することも可能である。

０153 さらに、S J2以外の材料としては、C 成分を2～2 。とし、鋼中に侵入する水素

によるぜい化を有効に防止できる鋼材なども使用できる。

０154 無機材料としては、各種のセラミックが内外輪、伝動体に使用できる。好ましくは、

空化珪素、アルミナ、ジルコニア等が使用できる。通常、セラミックは焼結体であり、上

記した主成分に焼結助剤等の添加剤を加えて P レス等で加圧焼結成形され、

その後、所定の寸法、表面粗さ等に研磨等で加工される。より好ましくは、空化珪素

を用いる。空化珪素は、各種のセラミックスの中でも、靭性等が優れ好適に伝がり軸

受に使用できる。

０155 内外輪、伝動体ともセラミックで構成することも可能であるが、コスト的にはかなり高

価となる。内外輪を鋼材で構成し、伝動体をセラミックとする形態がコストパフォーマ

ンスに優れる。セラミックは通常絶縁体であるため、伝動体のすべてをセラミックとする

ことにより内外輪間を絶縁することもできる。また、セラミックは通常高硬度のため、伝

動体をセラミックとした場合は、内外輪は浸炭空化した鋼材を使用することが好ま 、

。さらに、伝動体をセラミックとし、内外輪をステンレス鋼とすれば、優れた防錆性能を

有する軸受をコストパフォーマンス良く提供できる。

０156 有機材料としては、各種の樹脂材料が内外輪・伝動体に使用できる。樹脂材料の

中でも、各種の熱硬化性樹脂材料、熱可塑性樹脂材料が好適に使用できる。熱硬

化性樹脂としては、フェノール系樹脂が挙げられる。熱可塑ャ生樹脂としては、ボリエチ

レン、ボリプロピレン、ボリアセタール、ボリアミド、ボリイミド、ボリアミドイミド、ボリフェニ

レンザルファイド、ボリエーテルエーテルケトン、ボリカーボネート、アクリル等の炭化

水素系樹脂、ボリテトラフルオロエチレン、テトラフルオロエチレン一パーフルオロビ二

ルエーテル共重合体等のフッ素系樹脂が挙げられる。

０157 非鉄合金系の材料としては、アルミニウム合金、チタン合金、マグネシウム合金、銅

合金等が使用できる。これらの非鉄合金系の材料の中では、銅合金 (黄銅) 、チタン

合金もしくはべリリウム銅が好ま 、。

０158 (保持器形状・材質)



本発明の伝がり軸受は、伝動体を所定の間隔に保持するための保持器を有するこ

とが好ま 、。ただし、保持器の無い、いわゆる総伝動体形式の構成も可能である。

保持器の加工形態としては、もみぬき保持器、ブレス保持器、射出成形保持器など

が適宜選択される。保持器の形状としては、冠型保持器、波型保持器、2つ割り保持

器、合わせ保持器、爪つき保持器、ソリッド保持器、つの型保持器、ピン型保持器、ラ

ダ一型保持器等の各種形状が使用できる。また、保持器に換えて、伝動体間隔を保

持するための保持部材を伝動体の間に配置する形態も可能である。

０159 保持器の材質としては、鋼等の金属や樹脂等があげられる。合成樹脂製保持器の

材質としては、ナイロン，ボリアミド，ボリアセタール，フェノール，ボリプロピレン，ボリ

フェニレンザルファイド等の合成樹脂をガラス繊維等で強化したもの、ボリテトラフル

オロエチレン等のフッ素樹脂等が好適であるが、特にナイロン樹脂 (6 ナイロン)

の母材に補強材としてガラス繊維を加えたものが、強度的にも摩擦性能、及びコスト

の面からも好ま 、。その他の補強材としては炭素繊維、アラミド繊維、各種ウィスカ

ー等があげられる。なお、繊維の含有呈は、保持器の強度の他、成形性、組立性等

を考慮して適宜選択する。通常は、5～4０重呈 である。金属材料としては、黄銅、

欽 (WW) 、ステンレス鋼などが使用できる。具体的には、 PCC やS 25C 等の鋼材、S

S3０4等のステンレス材、其楡等が使用される。金属保持器には、空化処理等の表

面処理を行ぅことも好ま 、。

０16０ (シール材、シールリップ材、 リング材質)

本発明の各実施形態におけるシール材、シールリップ、 リング等として使用できる

弾性部材の材料としては、各種の合成樹脂、天然樹脂、合成ゴム、天然ゴムが使用

できる。好ましくは、合成ゴムを使用する。合成ゴムとしては、J S 6397に規定され

るところの C C C S P P P

S S P CO CO GCO G CO GPO

C S O P

S S S S X XC X XS

C O O

， Z Zなどが使用できる。これらは、単独もしくは混合して、あるレ ま、各種の添



加剤、各種の充填剤等と共に使用することかてきる。

０16 1 これら合成コムの中ても、シール材、シールリノプ材、 リンク材としては、耐熱性及

ひ耐仙性に優れる (アクリロ二トリルフタシエンコム) 、 (水素化アクリロ二

トリルフタシエンコム) 、X (力ルホキシル化アクリロ二トリルフタシエンコム) か好

ま 、。

０162 さらに、 リンクにおいては、 もしくは てあってアクリロ二トリル含有呈か

4 8質呈 以 5質呈 以上のニトリルコムてある。より好ましくは、 てあってア

クリロ二トリル含有呈か4 質呈 以下2 5質呈 以上のものてあり、最も好ましくはア

クリロ二トリル含有呈か3 6質呈 以 34質呈 以上の てある。

０163 さらに、シール材、シールリノプ材としては もしくは てあってアクリロ二ト

リル含有呈か4 8質呈 以 5質呈 以上のニトリルコムてある。より好ましくは、

てあってアクリロ二トリル含有呈か4 質呈 以下2 5質呈 以上のものてあり、最も

好ましくはアクリロ二トリル含有呈か3 6質呈 以 34質呈 以上の てある。

０164 本発明の場合、 リンクはいわゆる固定用途てあるため か好ま 、、シール材

、シールリノプ材は摺動かつ密封用途てあるため か好ま 、。 もしくは

てあって、アクリロ二トリル含有呈か4 質呈 以下2 5質呈 以上てあれは、耐

熱性、耐久性に優れる。

０165 これらコム・樹脂材村同上、もしくは、これらコム・樹脂材科と企属の接合には、一般

に使用されている技術か問題なく使用てきる。例えは、コムと企属の接着には、加硫

接着、接着剤による接着なとか適用てきる。

０166 スリンカ、シール部分の心企、シールト板の材質としては、上記した外内輪、伝動体

、保持器等て例示した、企属材科、セラミノク、樹脂材科を含め各種材科か使用てき

る。好ましくは企属材科を使用する。

０167 スリンカは、コンヘヤローうとして使用される場合は外部に露呈する部分てもあるた

め、防錆性能を重視し、ステンレス鋼を用いるか、 PCC 鋼板に防錆のための表面処

理を施したものか好ま 、。防錆のための表面処理としては、機水機仙剤を表面に

適用することによる機水機仙処理、溶融亜鉛めっき、電気亜鉛めっき、無電解二ノケ

ルめっき、亜鉛ショノト等の企属被膜処理、黒染め、不動態化処理なとの表面不活



性化処理、カチオン塗装等の塗料による被膜処理などが使用できる。さらには、コス

ト的には高価なものとなるが、表面効果処理との併用や、表面硬化と防錆の両方の

機能を有する表面処理としてダイヤモンドライクカーボン被膜やセラミック溶射被膜な

ども適用することができる。

０168 スリンガ同様、軸受の端面部分も外部に露出する部分であるので、上記したスリン

ガと同様の表面処理を行うことも可能である。また、上記したように、軸受と軸、軸受と

ハウジングの嵌め合い部分には、圧人であっても泥水が浸み込んでくる場合がある

ため、軸受端面に限らず、軸受外輪外径面、軸受内輪内径面、これらと軸受端面の

面取り部にも上記被膜を適用することも好ましい。

０169 なお、図 ～図5、及び、図7～図26に示した実施形態を含む本発明の実施にお

いて、伝動体の軸方向中心と、伝がり軸受の内外輪の軸方向中 幅寸法) は、一致

していても良いし、一致していなくても良い。また、径方向中心についても同様である

０17０ 以上、本発明を詳細にまた特定の実施態様を参照して説明したが、本発明の精神

と範囲を逸脱することなく様々な変更や修正を加えることができることは当業者にとっ
て明らかである。本出願は、2００7年2月27 日出願の日本特許出願 (特願2００7 ０

47259) 2００7年4月 8 日出願の日本特許出願 (特願2００7 ０9658) に某づく

ものであり、その内容はここに参照として取り込まれる。



請求の範囲

軸に外嵌・固定された内輪と、この内輪の軌道面に伝動自在に配置された複数の

伝動体と、前記内輪に対して、前記伝動体を介して回伝自在に配置された外輪と、こ

の外輪と前記内輪との間にグリースを密封するためのシール部材とから成るコンベヤ

用軸受において、

前記軸受には、複数のシールリップを有するシール部材が少なくとも 箇所取り付

けられていることを特徴とするコンベヤ用軸受。

2 軸に外嵌・固定された内輪と、この内輪の軌道面に伝動自在に配置された複数の

伝動体と、前記内輪に対して、前記伝動体を介して回伝自在に配置された外輪と、こ

の外輪と前記内輪との間にグリースを密封するためのシール部材とから成るコンベヤ

用軸受において、

前記シール部材は、径方向断面が 字形状で、前記内輪及び外輪の軸方向端部

に、軸方向に相対するよぅに所定の間隔を置いて各々に固定された2つの 字環状

部材から成っており、前記外輪側の 字環状部材には、軸方向外側に配置された前

記内輪側の 字環状部材に接触するリップ部と、該内輪側の 字環状部材との間に

隙間を形成する凸部とを有するシールリップが嵌若されていることを特徴とするコン

ベヤ用軸受。

3 前記シールリップのリップ部は、2つ以上設けられ、少なくとも つは前記 字環状部

材の非接触していることを特徴とする請求項 に記載のコンベヤ用軸受。

4 前記シールリップの凸部は、前記リップ部の外周側に設けられ、リップ形状又は山

形状であることを特徴とする請求項 又は2に記載のコンベヤ用軸受。

5 軸に外嵌・固定される内輪と、この内輪の軌道面に伝動自在に配置された複数の

玉と、前記内輪に対して、前記玉を介して回伝自在に配置された外輪と、この外輪と

前記内輪との間にグリースを密封するためのシール部材とから成るコンベヤ用軸受

において、

前記シール部材は、径方向断面が 字形状で、前記内輪及び外輪の軸方向端部

に、軸方向に相対するよぅに所定の間隔を置いて各々に固定された2つの 字環状

部材から成っており、前記内輪側の 字環状部材は、前記外輪側の 字環状部材に



嵌若されたシールリップが接触するよぅに、軸方向外側に配置されていることを特徴と

するコンベヤ用軸受。

6 前記シールリップは、2つ以上のリップ部を有していることを特徴とする請求項5に

記載のコンベヤ用軸受。

7 前記内輪側の 字環状部材の外径寸法は、前記外輪側の 字環状部材の外径寸

法より 、さく設定されていることを特徴とする請求項5又は6に記載のコンベヤ用軸受

8 前記内輪側の 字環状部材の外径寸法は、前記外輪側の 字環状部材の外径寸

法より大きく設定され、且つ前記外輪側の 字環状部材には、前記内輪側の 字環

状部材との間隔を狭めるための凸部材が取り付けられていることを特徴とする請求項

5又は6に記載のコンベヤ用軸受。

9 軸に外嵌・固定される内輪と、この内輪の軌道面に伝動自在に配置された複数の

玉と、前記内輪に対して、前記玉を介して回伝自在に配置された外輪と、この外輪と

前記内輪との間にグリースを密封するためのシール部材とから成るコンベヤ用軸受

において、

前記シール部材は、外輪の内径面もしくは内輪の外径面あるいは外輪又は内輪の

側面に取り付けられたオイルシールであることを特徴とするコンベヤ用軸受。

０ 前記オイルシールが、外輪の内径面に圧人したオイルシールであって、オイルシー

ル圧入部分の外輪内径面は、段差をもって他の外輪内径部よりも内径寸法が大きい
ことを特徴とする請求項9に記載のコンベヤ用軸受。

軸受が複列あるレ ま3列以上の多列軸受であることを特徴とする請求項 ～０の

いずれかに記載のコンベヤ用軸受。

2 軸受が多点接触玉軸受であることを特徴とする請求項 ～ のいずれかに記載の

コンベヤ用軸受。

3 軸受外径部とハウジングとの間、及び軸受内径部と軸との間の少なくとも一方に弾

性部材を介在させたことを特徴とする請求項 ～2のいずれかに記載のコンベヤ用

軸受。
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